2008年度「労働法」（水町）

第13回　雇用関係の終了―解雇以外の終了事由（text174-183）
１　辞職・合意解約
　　○「辞職」の意味と効果
　　○「合意解約」の意味と効果

　　　＊どの時点で解約の効果が発生するか（撤回はどの時点まで可能か）？

　　　　＃79
２　定年制
　　○類型
　　　定年退職制と定年解雇制

　　○定年制は法的に有効か？
　　　＃26（百選不掲載部分）

　　○現在の日本の法政策
　　　60歳から65歳までの高年齢者雇用確保措置の義務づけ（高年齢者雇用安定法9条）

探究　定年制は日本において今後も維持されるべきか？　アメリカやヨーロッパのように、雇用の場における年齢差別を法的に禁止し、年齢によらない労働者の活用を図るべきか？
３　期間の定めのある労働契約の更新拒否（雇止め）

3.1　期間の定めのある労働契約の締結
　　○民法628条、労契法17条1項
　　○労基法14条
3.2　期間の定めのある労働契約の終了
　　○民法上の原則

　　○判例による実質的保護

　　　　・実質的無期契約型構成

　　　　・期待保護型構成

　　　　　＃85など

　　　　　→解雇の法理の類推適用
　　　　　＊労契法17条2項の意味は？

４　労働契約終了後の法律関係

　　○契約に基づく権利義務の存続
　　　　・競業避止義務や退職金支払義務など

　　○法律に基づく権利義務の存続

　　　　・秘密保持義務（不正競争防止法）

　　　　・退職時の証明、金品の返還、帰郷旅費（労基法22条、23条、64条）
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